
介護老人福祉施設重要事項説明書

１ 当施設が提供するサービスについての相談窓口

電話番号 ０８９５－３２－１６１１（８：３０～１７：１５）

FAX 番号 ０８９５－３２－１６１２

担 当 生活相談員 伊 藤 浩 明

＊ ご不明な点は、お気軽にお尋ねください。

２ 特別養護老人ホーム湯乃香荘の概要

（１）提供できるサービスの種類

（２）職員体制

施設名称 特別養護老人ホーム湯乃香荘

所在地 愛媛県宇和島市津島町山財５８６１番地

介護保険指定番号
ユニット型指定介護老人福祉施設

平成１７年６月１日指定 愛媛県３８７３９００７２８号

職 種 常 勤 非常勤 業 務 内 容

施設長 １名 施設の業務を統括し、管理運営に当たります。

事務職員 ２名 施設運営に関する事務に当たります。

生活相談員 １名
利用者の生活向上のための相談、助言その他の援

助に当たります。

介護職員

（ユニットリーダー）

４０名

（８名）
８名 利用者の介護、処遇に当たります。

看護職員 ４名 １名 利用者の看護、健康管理に当たります。

栄養士 ２名
利用者の栄養管理、給食献立及び給食業務に当た

ります。

調理員 ４名 ３名 給食業務に当たります。

医師 ２名
利用者の健康管理、診療及び保健衛生の指導に当

たります。

機能訓練指導員 １名 利用者の機能訓練及び指導に当たります。

宿直員 ２名 夜間における施設の管理宿直業務に当たります。

介護支援専門員 (５名)
介護計画の作成と介護の進行管理、評価に当たり

ます。

洗濯職員 ３名 利用者の衣類洗濯、補修等に当たります。

清掃職員 ２名 施設内の清掃、美化作業に当たります。

計 ５５名 ２１名



（３）施設の概要（老人短期入所施設と共用）

３ サービス内容

① 施設サービス計画等の立案

② 食事

③ 入浴

④ 介護

⑤ 機能訓練

⑥ 生活相談

⑦ 健康管理

⑧ 理美容サービス

⑨ 所持品保管

⑩ レクリエーション

内容については【契約書別紙】をご参照ください。

４ 料金

（１）基本料金

① 施設利用料

＊ 入院・一時外泊された場合は別途料金となります。（詳しくは、６入院された場合、

７一時外泊をご参照下さい。）

② 加算費用

定員（全室個室） ７０名（各居室に洗面所、トイレあり）

ユニット

（居室）

１丁目 １０室 休憩室 １室

２丁目 １０室 共同生活室 ７室（各ユニット）

３丁目 １０室 キッチン ７室（各ユニット）

４丁目 １０室
浴室

個人浴室（４ヶ所）

５丁目 １０室 特殊浴室

６丁目 １０室 医務室 １室

７丁目 １０室 リハビリ室 １室

８丁目 １０室 談話コーナー １ヶ所

１日あたりの自己負担額

要介護１ ６７０円

要介護２ ７４０円

要介護３ ８１５円

要介護４ ８８６円

要介護５ ９５５円

項 目 自己負担額

説 明

日常生活継続支援加算 ４６円



施設における利用者の要介護状態区分の割合及び介護福祉士の配置が基準を満

たしている場合【１日あたり】

看護体制加算Ⅰ ４円

常勤の看護師を１名以上配置した場合【１日あたり】

看護体制加算Ⅱ ８円

基準以上に看護職員を配置し、医療機関等と２４時間の連絡体制を確保してい

る場合【１日あたり】

夜勤職員配置加算Ⅱ １８円

入所定員に対する夜間の職員配置が基準を満たしている場合【１日あたり】

夜勤職員配置加算Ⅳ ２１円

夜間、吸引等の実施ができる職員を配置している場合【１日あたり】

生活機能向上連携加算Ⅰ（３ヶ月１回限度） １００円

外部のリハビリテーション事業所や医療提供施設の理学療法士等からの助言を

受ける事ができる体制を構築し、個別機能訓練計画を作成等している場合。但し、

個別機能訓練加算を算定している場合は加算しない。【１月あたり】

生活機能向上連携加算Ⅱ ２００円

外部のリハビリテーション事業所等を訪問し、専門職等と共同して個別機能訓

練計画を作成。その計画を多職種が協働して実施した場合。但し、個別機能訓練

加算を算定する場合は１００円【１月あたり】

個別機能訓練加算Ⅰ １２円

機能訓練指導員とその他の職種が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を

作成し、計画的に機能訓練を行った場合【１日あたり】

個別機能訓練加算Ⅱ ２０円

個別機能訓練加算Ⅰを算定している場合で、個別機能訓練計画の内容等を厚生

労働省へ提出し、機能訓練の実施に当たって当該情報等を活用した場合【１月あ

たり】

個別機能訓練加算Ⅲ ２０円

個別機能訓練加算Ⅱ、口腔衛生管理加算Ⅱ、栄養マネジメント強化加算を算定

し、個別機能訓練計画に関する情報を相互に共有している場合【１月あたり】

ＡＤＬ維持等加算Ⅰ（１２ヶ月限度） ３０円

該当利用者の総数が１０人以上である場合で、全利用者に対し入所から一定期

間においての基本的ＡＤＬを評価し、厚生労働省へ測定値を報告しており、入所

後約６ヶ月後から入所月に測定した数値を控除するなど、厚生労働省が定めた基

準を上回っている場合【１月あたり】

ＡＤＬ維持等加算Ⅱ（１２ヶ月限度） ６０円

ＡＤＬ維持等加算Ⅰの要件を満たし、より高く設定された厚生労働省が定めた

基準を上回っている場合【１月あたり】

若年性認知症入所者受入加算 １２０円

若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている場合【１日あたり】

常勤医師配置加算 ２５円

施設の職務に従事する常勤の医師を１名以上配置している場合【１日あたり】



精神科医療養指導加算 ５円

精神科を担当する医師による療養指導を月２回以上行った場合【１日あたり】

障害者生活支援体制加算Ⅰ

障害者生活支援体制加算Ⅱ

２６円

４１円

障害者生活支援員を１名以上配置している場合【１日あたり】

外泊時費用（月６日限度） ２４６円

入院した場合及び居宅に外泊をした場合【１日あたり】

外泊時在宅サービス利用費用（月６日限度） ５６０円

外泊時費用を算定せず、外泊中施設の在宅サービスを利用した場合【１日あた

り】

初期加算（３０日限度） ３０円

入所後、又は３０日を超える入院後に再入所した場合【１日あたり】

退所時栄養情報連携加算（１ヶ月１回限度） ７０円

管理栄養士が退所先の医療機関に対して、栄養管理に関する情報を提供した場

合【１回あたり】

再入所時栄養連携加算（１回限度） ２００円

病院等からの再入所時、管理栄養士同士が連携し栄養ケア計画を策定した場合

【１回あたり】

退所前訪問相談援助加算（２回限度） ４６０円

利用者が退所される前に、退所後生活する居宅又は入所する施設に職員が訪問

し、退所後の医療・福祉サービス等について相談援助を行った場合【１回あたり】

退所後訪問相談援助加算（１回限度） ４６０円

利用者が退所された後に、居宅又は入所施設に職員が訪問し、医療・福祉サー

ビス等について相談援助を行った場合【１回あたり】

退所時相談援助加算（１回限度） ４００円

利用者の退所時に、退所後の医療・福祉サービス等について相談援助を行い、

かつ利用者の同意を得て市町村等に必要な情報提供を行った場合【１回あたり】

退所前連携加算（１回限度） ５００円

利用者が退所される前に、利用者の同意を得て希望される居宅介護支援事業者

等に対して情報を提供し、その当該事業所等と連携して退所後の居宅サービス利

用等に関する調整を行った場合【１回あたり】

退所時情報提供加算（１回限度） ２５０円

医療機関へ退所する利用者について、生活上の留意点等の情報提供を行った場

合【１回あたり】

協力医療機関連携加算⑴ ５０円

協力医療機関が規定する要件を満たしている場合、協力医療機関との間で、利

用者の同意を得て病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合【１

月あたり】

協力医療機関連携加算⑵ ５円

協力医療機関が規定する要件を満たしていない場合、協力医療機関との間で、

利用者の同意を得て病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合



【１月あたり】

栄養マネジメント強化加算 １１円

医師・管理栄養士・看護師等が共同して、利用者ごとに栄養状態をアセスメン

トし、栄養ケア計画を作成、定期的にその評価及び見直しを行った場合【１日あ

たり】

経口移行加算 ２８円

経管により食事を摂取する利用者を経口摂取に移行するために、医師の指示に

基づく栄養管理を行った場合【１日あたり】

経口維持加算Ⅰ ４００円

摂食機能障害や誤嚥を有する経口摂取の利用者に対し、医師等の指示に基づき

専門職が共同して食事の観察・会議等を行い経口維持計画を作成している場合で、

医師等の指示に基づき管理栄養士等が栄養管理を行った場合【１月あたり】

経口維持加算Ⅱ １００円

経口維持加算Ⅰにおいて行う食事の観察・会議等に歯科医師等が加わった場合

【１月あたり】

口腔衛生管理加算Ⅰ ９０円

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔ケアを基準回数以上行い、介護職員

に対し技術的助言・指導・相談を行った場合【１月あたり】

口腔衛生管理加算Ⅱ １１０円

口腔衛生管理加算Ⅰの要件を満たし、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等を

厚生労働省へ提出し、口腔衛生等の管理の実施に当たって当該情報等を活用した

場合【１月あたり】

療養食加算（日３回限度） ６円

食事の提供が栄養士によって管理され、医師の食事せんに基づく療養食を提供

した場合【１回あたり】

特別通院送迎加算 ５９４円

透析を要する利用者であって家族や病院等による送迎が困難など、やむを得な

い事情がある際に１月１２回以上送迎を行った場合【１月あたり】

配置医師緊急時対応加算⑴（早朝･夜間･深夜を除く通常の勤務時間外

の場合）

配置医師緊急時対応加算⑵（早朝・夜間の場合）

配置医師緊急時対応加算⑶（深夜の場合）

３２５円

６５０円

１,３００円

医師（嘱託）が訪問診療を行い、理由を記録した場合【１回あたり】

看取り介護加算Ⅰ⑴（死亡日以前３１～４５日）

看取り介護加算Ⅰ⑵（死亡日以前４～３０日）

看取り介護加算Ⅰ⑶（死亡日の前日及び前々日）

看取り介護加算Ⅰ⑷（死亡日）

７２円

１４４円

６８０円

１,２８０円

看護職員の配置及び施設の体制・環境が基準を満たし、医師による回復の見込

みがないと診断された利用者に対し、家族の同意を得て看取り介護を行った場合

【１日あたり】

看取り介護加算Ⅱ⑴（死亡日以前３１～４５日） ７２円



看取り介護加算Ⅱ⑵（死亡日以前４～３０日）

看取り介護加算Ⅱ⑶（死亡日の前日及び前々日）

看取り介護加算Ⅱ⑷（死亡日）

１４４円

７８０円

１,５８０円

施設で死亡した場合で、看取り介護加算Ⅰの算定要件を満たし、施設と医師が

具体的な取り決めを行い、必要な際には医師が２４時間対応が可能である場合【１

日あたり】

在宅復帰支援機能加算 １０円

利用者の在宅復帰に向けて、居宅介護支援事業者に対し必要な情報を提供し、

退所後の居宅サービス利用に関する調整を行った場合【１日あたり】

在宅・入所相互利用加算（３ヶ月限度） ４０円

在宅期間及び入所期間を定めて、計画的に利用している場合【１日あたり】

認知症専門ケア加算Ⅰ ３円

認知症利用者が５０％以上を占め、認知症介護に係る専門的な研修修了者を職

員として配置しており、職員配置基準を満たしている場合【１日あたり】

認知症専門ケア加算Ⅱ ４円

認知症専門ケア加算Ⅰ以上の職員配置基準等を満たしている場合【１日あたり】

認知症チームケア推進加算Ⅰ １５０円

入所者の総数のうち、日常生活に対する注意を必要とする認知症の者の占める

割合が２分の１以上で、認知症の予防等において、認知症介護の指導に係る専門

的な研修を修了した者を１名以上配置し、かつ、複数の介護職員が認知症の症状

に対応するチームを組んでいる場合。但し、認知症専門ケア加算Ⅰ又はⅡを算定

している場合は算定不可【１月あたり】

認知症チームケア推進加算Ⅱ １２０円

認知症チームケア推進加算Ⅰの基準に適合し、専門的な研修を修了している者

を１名以上配置し、かつ、複数の介護職員が認知症の症状に対応するチームを組

んでいる場合。但し、認知症専門ケア加算Ⅰ又はⅡを算定している場合は算定不

可【１月あたり】

認知症行動・心理症状緊急対応加算（７日限度） ２００円

医師が在宅での生活が困難であると判断し、緊急で施設利用を行った場合【１

日あたり】

褥瘡マネジメント加算Ⅰ ３円

多職種で褥瘡ケア計画を作成し、継続的な褥瘡管理・評価及び定期的な見直し

を行った場合で、評価等を厚生労働省へ提出し、褥瘡管理の実施に当たって当該

情報等を活用した場合【１月あたり】

褥瘡マネジメント加算Ⅱ １３円

褥瘡マネジメント加算Ⅰの要件を満たし、入所時等に褥瘡が発生するリスクが

あると評価されたが、褥瘡の発生がない場合【１月あたり】

排せつ支援加算Ⅰ １０円

排泄に介護を要する利用者ごとに評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に

提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用している。また、多職種が共同

して排せつ支援計画を作成し、その計画に基づき支援・見直しをしている場合【１



月あたり】

排せつ支援加算Ⅱ １５円

排せつ支援加算Ⅰの要件を満たし、入所時等と比較して排尿・排便の一方が改

善するとともに悪化がない。又は、おむつ外しができた場合【１月あたり】

排せつ支援加算Ⅲ ２０円

排せつ支援加算Ⅰの要件を満たし、入所時等と比較して排尿・排便の一方が改

善するとともに悪化がない。かつ、おむつ外しができた場合【１月あたり】

自立支援促進加算 ２８０円

医師が自立支援のために医学的評価・見直しを行い、多職種で策定された支援

計画によってケアを実施・見直ししている場合で、医学的評価の結果等の情報を

厚生労働省へ提出し、自立支援に当たって当該情報を活用している場合【１月あ

たり】

科学的介護推進体制加算Ⅰ ４０円

利用者ごとのＡＤＬ値等、基本的な情報を厚生労働省へ提出し、必要に応じて

サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報を活用して

いる場合【１月あたり】

科学的介護推進体制加算Ⅱ ５０円

科学的介護推進体制加算Ⅰの要件を満たし、疾病等の情報も厚生労働省に提出

している場合【１月あたり】

安全対策体制加算（１回限度） ２０円

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織

的に安全対策を実施する体制が整備されている場合【１日あたり】

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ １０円

第二種協定指定医療機関との間で新興感染症の発生時の対応を行う体制を確保

し、一般的な感染症の対応を取り決め連携している場合で、診療報酬における感

染症対策向上加算等にかかる届出を行った医療機関等が定期的に行う院内感染対

策に関する研修等に、年１回以上参加している場合【１月あたり】

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ ５円

感染対策にかかる一定の要件を満たす医療機関から、３年に 1回以上施設内で

感染者が発生した場合の感染制御等の実地訓練を受けている場合【1月あたり】

新興感染症等施設療養費（１ヶ月１回、連続する５日を限度） ２４０円

厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診療、入院調整等

を行う医療機関を確保し、感染した利用者に対し､適切な感染対策を行った上で介

護サービスを行った場合【１日あたり】

生産性向上推進体制加算Ⅰ １００円

見守り機器等のテクノロジーを複数導入し、Ⅱのデータにより業務改善の取組

による成果が確認されている場合【１月あたり】

生産性向上推進体制加算Ⅱ １０円

見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する委員会を開催した上で、生産性向上

ガイドラインに基づいた業務改善を継続的に行っている場合【１月あたり】



＊ １割負担の料金を記載しておりますので、２割負担の方は２倍の金額、３割負担の

方は３倍の金額となります。

＊ 上記加算については、施設の体制が基準を満たしている場合に徴収する加算と、個

別にサービスを受けられた場合に徴収する加算があります。また、人員基準を満たし

ていない場合や必要な措置が講じられていない場合は、施設利用料に対して各減算項

目毎に決められた額を減算します。

＊ （１）基本料金の費用は、高額介護サービス費の支給により、月ごとに一旦支払っ

ていただいた後、下記表の各区分に応じた金額を超える額については還付されること

となります。

＊ 各区分は、保険者（市町村）により決定されます。

（２）食費・居住費

サービス提供体制強化加算Ⅰ ２２円

介護職員の８０％以上が介護福祉士の資格を有している。又は、勤続１０年以

上の介護福祉士が３５％以上である場合【１日あたり】

サービス提供体制強化加算Ⅱ １８円

介護職員の６０％以上が介護福祉士の資格を有している場合【１日あたり】

サービス提供体制強化加算Ⅲ ６円

介護職員の５０％以上が介護福祉士の資格を有している。又は、看護・介護職

員の配置が７５％以上常勤職員である。又は、３０％以上が７年以上の勤務年数

の場合【１日あたり】

介護職員等処遇改善加算Ⅰ

介護職員等処遇改善加算Ⅱ

介護職員等処遇改善加算Ⅲ

介護職員等処遇改善加算Ⅳ

１４.０％

１３.６％

１１.３％

９.０％

介護職員の賃金の改善等を実施している場合（区分支給限度基準額の対象外）

【上記基本料金に対して１月あたり】

区 分 月額負担の上限

世帯内のどなたかが市町村民税を課税されている方
１４０,１００円（世帯）

・課税所得が６９０万円以上の方

・課税所得が３８０万円～６９０万円未満の方 ９３,０００円（世帯）

・課税所得が３８０万円未満の方 ４４,４００円（世帯）

世帯の全員が市町村民税を課税されていない方

２４,６００円（世帯）

１５,０００円（個人）

・老齢福祉年金を受給している方

・前年の合計所得金額と公的年金等収入額の合計

が年間８０.９万円以下の方等
生活保護を受給している方等 １５,０００円（世帯）

区 分 対象者
１日あたりの負担限度額

食費 ユニット型個室

区分１－① ・世帯全員が市町村民税非課税で、 ６５０円 １,３７０円



＊ 区分１～３の該当者は、「介護保険負担限度額認定証」に記載された金額となり、区

分４の該当者は、認定がない方の金額となります。

（３）その他の料金

① 理美容代 実費

② コピー代 １枚あたり １０円

③ 特別な室料 実費

④ 特別な食費 実費

⑤ レクリエーション費等 実費

＊ 当施設は、社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度申出を行っております。

＊ 旧措置入所者に対しては、措置制度のときの負担額を上回らないような、負担軽減

が図られます。

（４）支払方法

１０日までに前月分の請求をいたしますので、２５日までに事業者が指定する方法でお

支払いください。但し、口座振替によりお支払いの場合、２５日が休日の場合は、指定し

た金融機関の翌営業日となります。お支払いいただきますと、領収証を発行します。

合計所得金額と公的年金等収入額

の合計が年間８０.９万円超～１
２０万円以下の方

・預貯金額が５５０万円未満（夫婦

１，５５０万円未満）

区分１－②

・世帯全員が市町村民税非課税で、

合計所得金額と公的年金等収入額

の合計が年間１２０万円超の方

・預貯金額が５００万円未満（夫婦

１，５００万円未満）

１,３６０円 １,３７０円

区分２

・世帯全員が市町村民税非課税で、

合計所得金額と公的年金等収入額

の合計が年間８０.９万円以下の
方

・預貯金が６５０万円未満（夫婦１，

６５０万円未満）

３９０円 ８８０円

区分３

・世帯全員が市町村民税非課税で、

老齢福祉年金を受給されている方

・預貯金が１，０００万円未満（夫

婦２，０００万円未満）

３００円 ８８０円

・生活保護等を受給されている方

区分４ ・上記以外の方 １,４４５円 ２,０６６円



５ 入退所の手続き

（１）入所手続き

まずは、お電話等でご相談ください。居室に空きがあればご利用いただけます。入所と

同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。

※ 居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談くだ

さい。

（２）退所手続き

① 利用者のご都合で退所される場合

退所を希望する日の７日前までに届け出てください。

② 自動終了

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

・ 利用者が他の介護保険施設に入所した場合

・ 利用者の要介護状態区分等が非該当、要支援、要介護１又は要介護２と認定された

場合

※ この場合、所定の期間をもって退所していただくことになります。但し、特例入

所の要件に該当する場合、及び平成２７年３月３１日までの入所者を除きます。

・ 利用者がお亡くなりになった場合

③ その他

・ 利用者がサービス利用料金の支払いを６ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告し

たにもかかわらず１０日以内に支払わない場合、又は利用者やご家族などが当施設や

当施設の従業者に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、退所し

ていただく場合がございます。この場合、契約終了１ヶ月前までに文書で通知いたし

ます。

・ 利用者が病院又は診療所に入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがない

場合又は入院後３ヶ月経過しても退院できないことが明らかになった場合、文書で通

知の上、契約を終了させていただく場合がございます。

・ やむを得ない事情により当施設を閉鎖又は縮小する場合、契約を終了し、退所して

いただく場合がございます。この場合、契約終了１ヶ月前までに文書で通知いたしま

す。

６ 入院された場合

（１）３ヶ月以内の入院の場合

３ヶ月以内に退院された場合には、当施設に再び入所することができます。但し、入院

中であっても、所定の料金をご負担いただきます。

・ 本人等の希望により契約を継続し、居室を利用する場合の居住費として１日あたり

２，４３０円。但し、各所得区分に応じた金額をご負担いただくこととなります。

※ 入院期間中に、利用者又はその家族により短期入所生活介護の利用者のために居

室を使用してもかまわないと承諾（別途様式あり）していただいた場合で、実際に

短期入所生活介護の利用者がその居室を利用した期間の居住費はいただきません。



（２）３ヶ月以内の退院が見込まれない場合

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場合、

退院後に再度利用を希望される場合は、ご相談ください。短期入所（ショートステイ）等

を優先的に利用できるように努めます。

７ 一時外泊

（１）事業者の同意を得た上で、自宅等に外泊することができます。この場合、利用者は、外

泊開始日の２日前までに事業者に届け出てください。

（２）この場合外泊期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。

・ 居住費として１日あたり２，４３０円。但し、各所得区分に応じた金額をご負担い

ただくこととなります。

８ 当施設のサービスの特徴等

（１）運営の方針

利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の在宅生活と利用中の施設生活が連続

したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が相互に社会関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援する。

（２）施設利用に当たっての留意事項

９ 緊急時の対応方法

利用者の健康状態が急変した場合は、医師に連絡する等必要な措置を講じる他、ご家族の

方に速やかに連絡いたします。

10 事故発生時の対応方法

・ 面会 ８：３０～２０：００（面会者カードに記入してください。）

・ 外出、外泊 職員に予め行先、目的、出発・到着時間等を届け出てくだ

さい。

・ 飲酒、喫煙 無断での飲酒、喫煙場所以外での喫煙はご遠慮ください。

・ 設備、器具の利用 居室備え付けの器具をご利用ください。

・ 金銭、貴重品の管理 所持品保管サービスをご利用いただけます。（無料）

・ 所持品の持ち込み 一部制限がありますが、使い慣れた家具、テレビ等の電化

製品の持ち込みは可能です。

・ 施設外での受診 医師の判断により、お願いする場合があります。

・ 宗教活動 布教活動は禁止させていただきます。

・ ペット 禁止させていただきます。



サービスの提供にともなって事故が発生した場合は、医師、ご家族、市町村等に連絡をす

る等必要な措置を講じる他、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産

に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。

11 虐待の防止

虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村等へ通報します。また、

施設内での虐待の発生又は再発を防止するため、定期的に開催する虐待防止委員会の結果を

職員へ周知し、職員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修会を実施しています。

12 非常災害対策

13 サービス内容に関する苦情

（１）苦情解決のための体制

苦情解決責任者 施設長 内藤 真一

苦情受付担当者 生活相談員 伊藤 浩明

電話番号 ０８９５－３２－１６１１

FAX 番号 ０８９５－３２－１６１２

第三者委員 家田充博 電話番号 ０８９５－３２－２３７２

内山 均 電話番号 ０８９５－３２－４３２６

（２）苦情解決のための方法（手順）

① 苦情の受付

面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。また、第三者委員

に直接苦情を申し出ることもできます。

② 苦情受付の報告・確認

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三

者委員への報告を拒否した場合を除く。）に報告します。

第三者は内容を確認し、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知します。

③ 苦情解決のための話し合い

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意を持って話し合い、解決に努めます。その際、

・ 防災時の対応 非常時には非常通報装置により、消防他各関係機関に即時

に通報されるようになっています。

・ 防災設備 スプリンクラー、自動火災報知設備、消火器３０本、屋内

消火栓６ヶ所、防火扉１ヶ所

・ 防災訓練 年２回実施

・ 防火責任者 施設長 内藤 真一



苦情申出人は、第三者委員の助言や立ち会いを求めることができます。なお、第三者委

員の立ち会いによる話し合いは、次により行います。

・ 第三者委員による苦情内容の確認

・ 第三者委員による解決案の調整、助言

・ 話し合いの結果や改善事項等の確認

（３）その他

上記以外に、市町村等の相談・苦情窓口等でも受け付けています。

・ 保険者である市役所又は役場の介護保険担当課

宇和島市が保険者の場合

宇和島市高齢者福祉課 所在地 宇和島市曙町１番地

電話番号 ０８９５－２４－１１１１

FAX 番号 ０８９５－２４－１１２１

・ 愛媛県運営適正化委員会 所在地 松山市持田町３丁目８番１５号

電話番号 ０８９－９９８－３４７７

FAX 番号 ０８９－９２１－８９３９

・ 国民健康保険団体連合会 所在地 松山市高岡町１０１番地１

電話番号 ０８９－９６８－８７００

FAX 番号 ０８９－９６８－８７１７

14 第三者評価の実施状況

15 当組合の概要

名称・組合種別 宇和島地区広域事務組合・一部事務組合

代表者役職・氏名 組合長 岡 原 文 彰

事 務 局 所 在 地 愛媛県宇和島市曙町１番地（宇和島市役所内）

事務局電話番号 ０８９５－２２－８６６４

介護保険対象事業 介護老人福祉施設 ９ヶ所

短期入所生活介護 ９ヶ所

介護予防短期入所生活介護 ９ヶ所

通所介護 １ヶ所

① 評価決定年月日 平成３０年２月２８日

② 実施評価機関 社会福祉法人 愛媛県社会福祉協議会

③ 結果の公表 愛媛県ホームページ（３年間）

https://www.pref.ehime.jp/h20100/fukushi-hyouka/#kekka

ワムネット

https://www.wam.go.jp/wamappl/oc05/003hyoka/hyokanri2.nsf/p

Search2?Open

http://www.pref.ehime.jp/h20100/fukushi-hyouka/#kekka
http://www.wam.go.jp/wamappl/oc05/003hyoka/hyokanri2.nsf/pSearch2?Open
http://www.wam.go.jp/wamappl/oc05/003hyoka/hyokanri2.nsf/pSearch2?Open


地域密着型通所介護 ５ヶ所

介護予防・日常生活支援総合事業（第１号通所事業）

６ヶ所

その他当組合が行っている事業 １ 養護老人ホーム

２ 児童福祉施設

３ 救護施設

４ ケアハウス

５ 火葬場

６ 環境センター

７ 汚泥再生処理施設

８ 消防署

ユニット型介護老人福祉施設入所にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重

要な事項を説明しました。

事業者

所在地 愛媛県宇和島市津島町山財５８６１番地

名 称 宇和島地区広域事務組合

特別養護老人ホーム湯乃香荘

組 合 長 岡 原 文 彰

説明者 職 生活相談員

氏 名 伊 藤 浩 明

私は、契約書及び本書面により、事業者から介護老人福祉施設についての重要事項の説明を

受けました。

令和 年 月 日

利用者 住 所

氏 名 （＊）

代理人 住 所

氏 名 （＊）

（＊）自署又は記名押印


